The Survey of Management Accounting Practices in Japanese Construction Industries by 上東 正和























































































































































































た 2013 年に調査した上場企業のデータと拙稿（2015a;2015b） でも公表した
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対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回






の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社）で回収率は 10.6% であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
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場企業 3,444 社を対象とし，2016 年６月 31 日を回収期限として，2016 年６月
１日に郵送質問調査を実施した。この際，３年前の 2013 年６月 31 日に既に
ご記名で回答いただいた企業 99 社は除いて質問票を郵送したため，実際には
3,345 社に発送することになった。このように 2013 年６月 31 日に回収した際
にご記名で回答いただけた企業 99 社は把握できたが，無記名でご回答いただ

























次表の通りであり，製造業 510 社（10.4%），情報・通信業 76 社（7.5%），建
設業 123 社（11.5%），不動産業 23 社（9.1%），卸・小売業 247 社（8.4%），サー




製造業 4,917 510 10.4%
情報・通信業 1,012 76 7.5%
建設業 1,074 123 11.5%
不動産業 254 23 9.1%
卸・小売業 2,924 247 8.4%
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サービス業 2,110 184 8.7%
運輸業 1,163 104 8.9%
電気・ガス業 49 7 14.3%
その他 50 5 10.0%









































した結果，差がなかった（χ２= 8.990，自由度 = 7，p=.253）。建設業と産業全
体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，差がなかった
（χ２= 8.296，自由度 = 7，p=.307）。建設業と製造業で差があるかどうか，カ






















建設業 非製造業 全産業 建設業 非製造業 全産業
行う 115（93.5%）597（91.6%）1063（91.5%） 87（70.7%）432（66.3%）800（68.8%）




建設業 非製造業 全産業 建設業 非製造業 全産業
行う 46（37.4%） 149（22.9%） 437（37.6%） 118（95.9%）407（62.4 %）868（74.7%）
行わない 77（62.6%） 503（77.1%） 725（62.4%） 5（4.1%）245（37.6%）294（25.3 %）
ABC/ABM 実体管理
建設業 非製造業 全産業 建設業 非製造業 全産業
行う 4（3.3%） 43（6.6%） 79（6.8%） 34（27.6%） 117（17.9%）417（35.9%）
行わない 119（96.7%）609（93.4%）1083（93.2%） 89（72.4%） 535（82.1%）745（64.1%）
予算管理 MPC
建設業 非製造業 全産業 建設業 非製造業 全産業
行う 109（88.6%） 579（88.8%）1023（88.0%） 12（9.8%） 45（6.9%） 71（6.1%）
行わない 14（11.4 %） 73（11.2%） 139（12.0%） 111（90.2%） 607（93.1%）1091（93.9%）
業績管理 BSC
建設業 非製造業 全産業 建設業 非製造業 全産業
行う 111（90.2%） 563（86.3%） 996（85.7%） 12（9.8%） 53（8.1%） 82（7.1%）




非製造業の 62.4% に比べて非常に高く，建設業を除く全産業の 74.7％と比べ
ても高かった。また，「意思決定のための管理会計」は 70.7% の企業で行なわ
れ，他の産業と比べて比較的多いほうであった。また，「原価企画」も 37.4%
の企業で行われ，非製造業の 22.9% と比べて高く，産業全体の 37.6% と変わ
らず，建設業においても原価企画がそれなりに行われていることがわかった。
「実体管理」は管理会計手法というわけではないが，対比のために尋ねたとこ












































N M SD N M SD N M SD
見積財務諸表 80 4.78 1.29 498 5.00 1.51 888 4.99 1.54 
CVP 分析 67 4.31 1.55 394 3.92 1.71 735 4.13 1.71 
原価企画 103 5.60 1.17 467 4.70 1.52 859 4.89 1.49 
SWOT 分析 67 4.21 1.30 407 4.01 1.52 736 3.98 1.51 





















N M SD N M SD N M SD
経営分析 71 5.24 1.05 374 5.27 1.11 696 5.22 1.18 
直接原価計算 68 5.63 0.86 291 4.49 1.71 592 4.71 1.64 
CVP，損益分岐点分析 48 4.92 1.43 287 4.48 1.54 569 4.65 1.50 
差額原価収益分析 46 4.43 1.39 263 3.53 1.63 519 3.69 1.60 













































N M SD N M SD N M SD
VA 23 4.74 1.32 96 4.21 1.44 314 4.58 1.46 
VE 39 5.26 1.39 101 4.32 1.41 319 4.64 1.41 
IE 20 4.55 1.50 90 3.90 1.36 276 4.08 1.51 
構想段階でのティアダウン 24 4.46 1.35 97 4.00 1.35 282 4.02 1.37 














N M SD N M SD N M SD
原価低減 43 5.88 0.91 139 5.23 1.15 414 5.46 1.12 
要求品質・機能の実現 41 5.41 0.95 131 5.15 1.15 390 5.24 1.17 




















































N M SD N M SD N M SD
製造原価 103 5.94 1.22 305 5.23 1.50 747 5.68 1.24 
材料費 104 5.79 1.15 286 4.83 1.58 704 5.46 1.36 
労務費 105 5.90 1.06 348 5.53 1.22 768 5.59 1.10 
経費 100 5.73 1.06 329 5.29 1.13 740 5.41 1.08 
製造間接費 92 5.32 1.26 274 4.58 1.50 673 4.99 1.34 
販売費 90 5.21 1.22 306 5.04 1.28 694 4.96 1.28 

























N M SD N M SD N M SD
実際原価計算 100 6.07 0.97 330 5.28 1.38 699 5.41 1.35 
標準原価計算 54 4.31 1.48 217 4.09 1.76 558 4.68 1.78 
直接原価計算 70 5.50 1.43 215 4.38 1.85 507 4.44 1.79 
CVP 分析，損益分岐点分析 57 4.61 1.44 222 4.24 1.46 521 4.41 1.47 
原価企画 56 4.43 1.57 197 3.48 1.61 478 3.79 1.62 
特殊原価調査 48 3.63 1.38 182 2.85 1.51 424 3.10 1.56 
ABC ／ ABM 45 3.02 1.44 184 2.96 1.72 417 2.86 1.60 
ライフサイクルコスティング 49 3.41 1.53 182 2.96 1.55 420 2.87 1.48 












































N M SD N M SD N M SD
タイムリーな提供ができない 92 3.97 1.65 323 4.14 1.61 711 4.37 1.58 
原価意識が低い 97 3.64 1.67 323 3.96 1.54 716 3.94 1.56 
管理基準が設定できない 92 3.74 1.50 307 3.83 1.52 684 3.95 1.50 
計算制度・報告制度が整っていない 88 3.16 1.50 307 3.56 1.48 683 3.65 1.53 


































































有効回答 パーセント（％） 有効回答 パーセント（％） 有効回答 パーセント（％）
あり 51 41.8 105 16.6 214 19.0












































N M SD N M SD N M SD
損益予算 103 6.02 0.84 561 6.11 0.92 988 6.09 0.94 
資金予算 70 4.37 1.50 415 4.35 1.66 766 4.48 1.61 
資本予算 54 3.26 1.35 343 3.03 1.56 641 3.16 1.54 
販売予算 64 5.11 1.45 447 5.57 1.45 816 5.63 1.39 
製造予算 62 4.71 1.69 339 3.68 2.00 716 4.72 1.89 



































小集団利益マネジメントを実施する企業は，本調査ではわずか 12 社の 9.8%





















N M SD N M SD N M SD
売上高 99 5.87 1.00 512 6.08 1.02 918 6.08 1.01 
売上総利益 96 6.16 0.84 484 5.96 1.21 862 5.85 1.20 
キャッシュフロー 73 5.01 1.47 405 4.73 1.56 754 4.83 1.55 
残余利益 59 4.17 1.66 343 3.55 1.57 634 3.60 1.50 































BSC の導入は，既にみたように導入企業は 12 社の 9.8% と非常に少なく，
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